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(８) 収用対象事業等の施行による代替建築物等 

提案基準８「収用対象事業等の施行による代替建築物等」 

 

 土地収用法第３条各号に規定する事業又はこれらに準ずるもの(以下「収用対象事業等」とい

う。)の施行により買収された場合又は買収されることが確実な場合に当該市街化調整区域に代

替建築物等の建築等を図るもので、次に掲げる要件に該当し、やむを得ないと認められるものに

ついては、法第３４条第１４号又は令第３６条第１項第３号ホの規定により開発審査会に附議す

ることとする。 

 

１ 市街化調整区域に存する建築物等の収用対象事業等の施行による代替建築物等 

(１) 代替建築物等は、従前とほぼ同一の用途、規模及び構造であること。 

(２) 代替建築物等の位置については、その用途及び地域の土地利用に照らして適切なもので

あること。 

(３) 農業振興地域の農用地区域内の土地等でないこと等地域の土地利用と調整のとれたも

のであること。 

(４) 敷地が従前とほぼ同様の規模であり、代替建築物等が周辺の土地利用及び環境と調和の

とれたものであること。 

 

２ 市街化区域に存する建築物等の収用対象事業等の施行による代替建築物等 

(１) 代替建築物等は、従前とほぼ同一の用途、規模及び構造であること。 

(２) 代替建築物等の位置については、市街化区域に隣接している土地又は既存集落内若しく

はその周辺の土地で、周辺の状況からみて特にやむを得ないと認められ、かつ、その用途及

び地域の土地利用に照らして適切なものであること。 

(３) 農業振興地域の農用地区域内の土地等でないこと等地域の土地利用と調整のとれたも

のであること。 

(４) 敷地が従前とほぼ同様の規模であり、代替建築物等が周辺の土地利用及び環境と調和の

とれたものであること。 

(５) 市街化区域内に代替地を求めることが極めて困難であること。 

 

＜留意事項＞ 

ア 買収されたもの又は買収されることが確実なものに限られ、単なる予定は該当しない。 

イ 買収されてから相当期間経過しているものは、原則として該当しない。 

ウ 対象となるのは、原則として建築物がかかり、かつ、残地において機能回復が困難な場合に

限る。 

エ 買収された残地の土地利用が適切であること。 

オ 要件１(１)及び要件２(１)の「従前とほぼ同一の用途、規模及び構造であること」とは、法

第４３条第１項の適用が除外される範囲程度を目安とするが、居住水準の改善、質的改善を図

る等の合理的理由がある場合にはこの限りでない。 

カ 要件１(４)及び要件２(４)の「敷地が従前とほぼ同様の規模」とは、代替地の敷地面積が従

前のおおむね１．５倍以下であることをいう。 

ただし、代替建築物の用途が住宅であって、その敷地面積が４００平方メートル以下である

場合も「敷地が従前とほぼ同様の規模」と見なすこととする。 

キ 移転先は農業的土地利用の中に位置する等、都市的土地利用のなじまない位置でないこと。 

ク 県外からの代替建築物等の建築等は、原則として該当しない。 

【解説P44～P48参照】 


